【総務省要請】

日　時：２月２日　13：15～13：30

場　所：総務省政務官室

自治労出席者：荒金副委員長、石野議長、前田副議長、島添事務局長、青木事務局次長、ほか幹事。

対応者：福田昭夫総務大臣政務官。

同席者：相原久美子参議院議員

はじめに、荒金副委員長が要請の趣旨を述べ、＜別紙１＞の要請書を手渡しました。その後、公契約、指定管理者制度の問題を中心に公共民間評議会の幹事らが職場の実態を訴えながらやりとりしました。主なやりとりは、次のとおりです。

（橋本特別幹事）競争入札によって、しかも単年度契約なので、４月１日以降の雇用がはっきりしていない。そのため、雇用契約は条件付となっている。請負契約が結べなければ雇い止めになる。競争入札がもたらす雇用不安をどうしても解決してほしい。

　また落札金額で労働条件が決まってしまう。請負額が下がると賃金にしわ寄せが来る。定期昇給もままならない。このことは清掃業務で顕著。時給が最賃水準で、法定の最賃が上がって初めて給料が上がった職場がある。

　雇用や賃金・労働条件の問題を解決するためには入札制度の改革、公契約条例の制定が必要だ。

（蒲田幹事）2010年12月に総務省が指定管理者制度の運用通知を出したことは良かった。しかし、現場では依然、指定管理者制度が行革のツールとして使われている。担当の自治体職員も２～３年で異動するので、制度への理解ができていない。

　この間、住民の視点で仕事をすすめ、職員の意識改革も進んだことは良かった。ただコスト削減がすすむと、指定期間の問題もあり、欠員をパート・アルバイトに置きかえざるを得ない。コスト重視や民間ありきでは、住民のための公共サービスが行政のための公共サービスになっていくのではないか。

　指定管理をとれなければ、解雇、団体の解散となってしまう。2010年の通知内容を法的にも縛れるものにしてほしい。

（川野幹事）2010年通知は評価するが、公募が残ってしまっている。競争の問題が起こって来る。

　指定管理がとれても、次は民営化だと言われる事業団もある。大震災もあり、今、公的責任が問われている。

（石野議長）学童保育施設で指定管理が入り、職員配置の見直しとパート化が進み、職員の業務に余裕がなくなった。指定管理は福祉の分野になじむのか。やむなく退職する職員もいる。

（福田政務官）指定管理制度、とくに単年度契約はむずかしい問題だ。

（相原参議院議員）コスト削減は住民福祉の後退につながり、賃金の低下と雇用不安がつきまとう。賃金・雇用の安定のために、そこをしっかりとしてほしい。

（福田政務官）私も市長の時に運営は市に、ボイラーなど専門的な所は民間委託でやっていた。

（相原参議院議員）公契約基本法を作ってほしい。

（福田政務官）総務省の担当によく勉強させたい。指定管理について通知を上回れるいい知恵が出てくればいい。

（荒金副委員長）弁護士会も、本日、公契約のシンポジウムを開く。国としても公契約基本法を作って後押ししてほしい。安ければ良いという方向ではない指針を作ってほしい。

（福田政務官）公契約法も、議員立法で作ってしまうという方法もある。

（島添事務局長）自治労としても、総務省に情報を提供していきたい。今後、担当部局とも意見交換をさせていただきたい。

（福田政務官）そうして下さい。

【厚生労働省要請】

日　時：２月３日　11：45～12：10

場　所：厚生労働省政務官室

自治労出席者：澤田副委員長、石野議長、前田副議長、島添事務局長、鷲津幹事

対応者：津田弥太郎厚生労働大臣政務官、ほか。

はじめに、澤田副委員長が要請の趣旨を述べ、＜別紙２＞の要請書を手渡しました。その後、介護報酬、公契約の問題を中心に公共民間評議会の幹事らが職場の実態を訴えながらやりとりしました。主なやりとりは、次のとおりです。

（鷲津幹事）福祉・介護人材職員処遇改善交付金について本年度まで（３月まで）は交付金として支払われているが、来年度から（４月から）は、介護報酬の中に加算され、繰り込まれることになった。加算された額が、従来のとおり労働者にちゃんと回されるのか、危惧している。

（津田政務官）今回報酬に入れさせていただいたのは、３年間の実態を見させて頂くと交付金申請手続きをした事業所が介護関係73％、障害者関係83％と申請をしていない事業所がかなりある。申請手続きなどで負担が大きかったかもしれないと思っている。アップされた報酬が従来どおり職員の処遇改善に使われなければと思っている。その点についてはチェックと違反があった場合はペナルティーも考えている。

（鷲津幹事）介護保険改正にあたってデイサービスの時間区分が４～6時間、6～8時間から５～7時間7～9時間となり、現場に混乱が生じると思われるので、きっちりとした対応をお願いする。

（津田政務官）厚労省としても通知などをだして問題が生じないように努めたい。

（前田副議長）障害者施設に勤めているが、現場では半分以上が非正規の職員で支えられているのが現状。処遇改善交付金は、現場でも歓迎されているので、例年どおり金額が支給されるようにお願いするとともに、もっと職員の処遇改善の方策を出していただきたい。

また、政務官との交渉には短時間に限られている。もっと現場の意見を知っていただきたいので、担当部局との意見交換会を持たせて頂きたい。

（津田政務官）厚生労働省として、今後の現場の処遇改善については努力していきたい。

事務方との意見交換はやるように指示を出しておく。詳細は双方の事務方で調整することにしたい。

公契約の件であるが、私の親戚にも建築関係の者がいて、入札制度の問題点も少し理解できると思う。金額が安ければ安いだけ良いという考えでは如何なものかと考えている。

（石野議長）受注先変更で職場を失う労働者も発生している。また単年度契約で雇用不安や受注金額の変更で低賃金に追い込まれているケースもあり、ぜひ厚労省からも（公契約基本法、公契約条例の制定について）声を上げてほしい。

（澤田副委員長）国が先頭に公契約基本法を推進すれば、自治体も制定に弾みが付き、続くと思うのでよろしく対応していただきたい。

以上

